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１．産業廃棄物処理業（処分業）に関する申請について 

（１）産業廃棄物処理業（処分業）に関する許可申請 

   廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」とい

う。）により、産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当

該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事又は政令で定める市長（以下「政令市長」

という。注１参照。）の許可を受けなければなりません。 

   許可は、業を行う都道府県又は政令市ごとに受けなければならず、複数の業（産業廃棄物

処分業、特別管理産業廃棄物処分業）を行う場合は、それぞれの業について許可が必要とな

ります。 

  注１）政令で定める市とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（以下「廃棄物処理法施行令」とい

う。）第27条に規定する市のことであり、地方自治法に規定する指定都市や中核市等がこれに該当し

ます。福岡県内では福岡市、北九州市、久留米市が該当します。 

① 産業廃棄物処理業（処分業）の許可の種類 

廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処分業の許可には、以下の２つの種類があります。 

   ◆産業廃棄物処分業 

     特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物を中間処理又は最終処分する業務。 

   ◆特別管理産業廃棄物処分業 

     特別管理産業廃棄物を中間処理又は最終処分する業務。 

     特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物は取扱えません。 

② 産業廃棄物処理業（処分業）の許可申請の種類 

    産業廃棄物処分業の許可申請には以下の３つの種類があります。 

   ◆新規許可申請 

     初めて処分業を行おうとする場合の申請です。 

過去に許可を取得したことがあっても、更新の申請をせず有効期限を過ぎてしまった

り、一旦廃業するなど、既にその許可の効力が失われている場合に、改めて許可を取得

する場合にも、新規許可申請になります。 

   ◆更新許可申請 

     現在受けている許可の有効期間満了後も、引き続き処分業を行おうとする場合に必要

な申請です。 

     産業廃棄物処理業の許可の期限は、その種類にかかわらず５年間（優良産廃処理業者

認定制度による優良認定を受けた場合は７年間）です｡有効期間満了後も継続して業を

行う場合は、許可の更新が必要となります。 

     許可の更新申請については、現在の許可の有効期間内に行う必要があります。許可の

更新を受けずに有効期限を過ぎてしまうと理由の如何によらず許可が失効し、その時点

から当該許可に基づく処分業を行うことはできなくなります。引き続き処分業を行うに

は新規許可の申請をしなければならなくなるので、期限切れにはくれぐれもご注意くだ

さい。 

   ◆変更許可申請 

     現在許可を受けている事業の範囲の変更をしようとする場合に必要な申請です。 

     産業廃棄物処分業の許可をすでに受けている者が事業の範囲を変更しようとする場合
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は、必ず事前に変更許可を受けなければなりません（ただし、その変更が事業の一部の

廃止である場合は変更届になります。）。 

     事業の範囲の変更とは、 

     ・取り扱う産業廃棄物の種類を追加する 

     ・中間処理（焼却）に中間処理（破砕）を追加する 

    などの場合をいいます。変更届では手数料はかかりませんが、変更許可申請の場合は手

数料が必要となります。 

    なお、変更許可は既に受けている許可の期限内での内部変更となるので、これによって

許可の期限が延長されることはありません。 

  ③ 産業廃棄物処理施設の設置許可について 

    産業廃棄物の中間処理施設を設置しようとする者は、その施設の処理能力が一定規模以

上である場合、施設設置予定場所を管轄する都道府県知事又は政令市長の許可を受けなけ

ればなりません。また、産業廃棄物の最終処分場を設置しようとする者は、施設の規模に

係らず、施設設置予定場所を管轄する都道府県知事又は政令市長の許可を受けなければな

りません。 

    施設の設置許可は、営業許可としての「処理業の許可」とは別の「施設設置に関する許

可」ですので、産業廃棄物の排出事業者の委託を受けて業として産業廃棄物を処理する

か、自己の排出した産業廃棄物を自ら処理するかに関わりなく、設置する施設の種類と規

模・能力によって許可が必要かどうかが決まります。（許可が必要な施設は、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行令(昭和46年政令第300号)第７条で定められています。） 

    また、許可を受けた施設の変更、休止、廃止、譲り受け又は借り受け、合併や分割等を

行う場合にも、許認可の申請や軽微変更等の届出などの手続きが必要となります。 

 

（２）許可申請の方法及び許可申請手数料について 

   許可申請については直接窓口（久留米市環境部廃棄物指導課 環境部庁舎２階）へお越し

いただくか、郵送による受付になります。なお、直接窓口へお越しの場合は、事前に予約の

上お越しいただきますようお願いいたします。 

   原則、更新許可申請は許可の有効期限の２ヶ月前から受け付けております。 

   許可申請手数料については、申請する際、金融機関にて当市が発行する納付書で納付して

いただきます。直接窓口に申請書を持参された場合は、申請書類の確認後に納付書を発行

し、金融機関での納付完了後に再度窓口までお戻りいただき、「納入通知書兼領収書」の領

収印が押印されていることを確認した後に受付をするという流れとなります。また、郵送に

よる場合は、申請書が到着後に納付書を送付いたします。なお、金融機関の納付確認をして

からの申請書の受理となりますので、手数料の納付後は領収書の写しをＦＡＸや電子メール

にてお知らせください。 

   なお、申請後、申請者の都合により申請を取り下げた場合や不許可になった場合、申請手

数料を返還することはできませんのであらかじめご了承ください。 
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産業廃棄物処分業の許可申請に必要な申請手数料は、次のとおりです｡ 

 

 

（３）産業廃棄物処分業の許可申請に関する講習会 

   産業廃棄物処分業の許可を申請するにあたって、公益財団法人日本産業廃棄物処理振興セ

ンターが実施する産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（処分過程）を受講し、修了

しておく必要があります。当講習会は産業廃棄物の処理を行うために必要な専門的知識と技

能の習得を目的に開かれるものです。 

   法人の場合は、法人登記簿上の役員又は廃棄物処理法の政令で定める使用人でかつ常勤の

方が受講してください。 

① 講習会の種類 

    ◆（新規）産業廃棄物の処分課程 

    ◆（新規）特別管理産業廃棄物の処分課程 

    ◆（更新）産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分課程 

② 講習会実施機関･･････公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター（JWセンター） 

    講習会の日程確認や受講申込は、日本産業廃棄物処理振興センターのホームページで行

うことができます。 

 

（４）講習会修了証の許可申請上の取扱いについて 

   業の許可申請にあたっての修了証の有効期限は、新規講習会の修了証の場合は修了後５

年、更新講習会の修了証の場合は修了後２年です。許可申請には有効な修了証を添付する必

要があります。 

   許可申請に添付する修了証は以下のとおりです。 

① 新規許可申請の場合 

    新規講習会の修了証の写しを提出してください。 

    ただし、他の自治体で既に同種の業の許可を取得している場合は、その許可証の写し

（有効なもの）を添付すれば、新規許可申請時であっても更新講習会の修了証の写しの提

出を認めています。また、久留米市の許可失効後１年以内に再度新規許可を申請する等の

場合も更新講習会の写しを提出することができます。 

許可の種類 申請する処理業等の種類 手数料の額 

新規許可 
産業廃棄物処分業 １００，０００円 

特別管理産業廃棄物処分業 １００，０００円 

更新許可 
産業廃棄物処分業 ９４，０００円 

特別管理産業廃棄物処分業 ９５，０００円 

変更許可 
産業廃棄物処分業 ９２，０００円 

特別管理産業廃棄物処分業 ９５，０００円 

施設に関する許可 

設置許可申請 
第15条第4項 １４０，０００円 

その他 １２０，０００円 

構造・設備変更許可申請 
第15条第4項 １３０，０００円 

その他 １１０，０００円 

譲受け又は借受け許可申請 ７０，０００円 

合併又は分割認可申請 ７０，０００円 
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② 更新許可申請の場合 

    新規講習会又は更新講習会の修了証の写しを提出してください。 

③ 変更許可申請の場合 

    前回の許可申請時に添付した修了証の写しを提出できますが、当該修了者がまだ在籍し

ている場合に限ります。修了者が退職等で既に在籍していない場合は、有効な新規講習会

又は更新講習会の修了証を提出してください。 

    なお、特別管理産業廃棄物処分過程の講習会の修了証については、産業廃棄物処分業の

許可申請にも用いることができます。 

 

（５）欠格要件について 

   産業廃棄物処分業に関する新規許可、変更許可、更新許可のいずれの申請においても、次

の①「対象者」に掲げる者が、②「欠格要件」のいずれかに該当している場合は、許可を受

けることができません。 

  ① 対象者 

    ◆申請者 

     ・申請者が、営業に関して成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合

は、その法定代理人（法定代理人が法人である場合はその役員） 

     ・申請者が法人の場合には、監査役を含む全ての役員 

    ◆申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者 

     ア 本店及び支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

     イ 上記アのほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、廃棄物の

収集若しくは運搬又は処分若しくは再生の業に係る契約を締結する権限を有する者

をおくもの 

    ◆発行済株式総数の１００分の５以上を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の

額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において､当該株主又は出

資をしている者があるとき） 

    ◆相談役、顧問その他のいかなる名称を有するものであるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められる者 

  ② 欠格要件 

    イ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として環境省令で定める

もの（→精神の機能の障害により、廃棄物の処理の業務を適切に行うに当たって必要

な認知、判断及び意思疎通を適せつに行うことができない者） 

    ロ 破産者で復権を得ない者 

    ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から５年を経過しない者 

    ニ 廃棄物処理法等(※)若しくはこれらの法令に基づく処分に違反し、又は刑法（傷

害・傷害現場助勢・暴行・凶器準備集合及び結集・脅迫・背任）及び暴力行為等処罰

ニ関スル法律の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなった日から５年を経過しない者 
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     ※廃棄物処理法等 

廃棄物処理法、浄化槽法、大気汚染防止法、騒音規制法、海洋汚染等及び海上災害

の防止に関する法律、水質汚濁防止法、悪臭防止法、振動規制法、特定有害廃棄物

等の輸出入等の規制に関する法律、ダイオキシン類対策特別措置法、ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律 

    ホ 廃棄物処理法又は浄化槽法の規定により、許可を取り消され、その取消しの日から

５年を経過しないもの 

    ヘ 廃棄物処理法又は浄化槽法の規定による許可の取消し処分に係る行政手続法の規定

による聴聞通知があった日から処分の決定する日までの間に事業の廃止届出をした者

で、当該届出の日から５年を経過しない者 

    ト ヘに規定する期間内に事業の廃止の届出を行った場合､聴聞通知の日前６０日以内

に当該届出に係る法人の役員若しくは政令で定める使用人又は当該届出にかかる個人

の政令で定める使用人であった者で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

    チ 産業廃棄物処理業に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足

りる相当の理由がある者 

    リ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員

又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

    ヌ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

 

２．申請にかかる必要書類と記載要領 

   産業廃棄物処分業又は特別管理産業廃棄物処分業の許可申請には、次の一覧表に掲げる書

類が必要です。新規、変更、更新によって必要な書類が異なるのでご注意ください。 

   申請書類の提出部数は正副２部です。正本の添付書類には原則として原本を添付する必要

がありますが、窓口で原本照合ができた場合にのみコピーの添付を認めています。副本につ

いては申請者の控えとして返却いたしますので、コピーの添付でも構いません｡ 

  ※原本照合について 

    「住民票」、「登記されていないことの証明書」、「法人登記簿謄本」、「納税証明

書」等の公的機関が発行する証明書については、原則として原本を申請書（正）に添付す

る必要がありますが、原本を持参し、そのコピーを添付していただくことにより、こちら

で原本照合を行い、適正と認めた場合は原本をその場で返却いたします。原本照合を希望

される場合は申請時にお申し出ください。 
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（１）提出書類一覧 

① 産業廃棄物処分業 

 

「△」の書類は、変更許可申請に関わらない部分は省略できます。 

本市では適正な許可業務を行うため、「●」の書類についても法第１８条に基づく報告として提出を求めています。 

提出書類中の１３又は１５については省略することができることがあります。詳細は窓口にてご相談ください。 

 

 

 

１７ ● ●

１５
法
人

○ ○ ○

１４

１６ ○ ○ ○

○

１２
法
人

○ ○ ○

○ ○

１３
個
人 ○ ○

○

１０
法
人 ○ ○ ○

９

１１
個
人 ○ ○ ○

○ ○

７ ○ ●

８

○

△

５ ○ ● △

６ ○ ●

●

○ ●

○

△

△

△

４ ○ ● △

３

○ ○ ○

提　　出　　書　　類
法人・
個人の
別

新規 更新様　式　な　ど 変更

１

○ ○

２ ○

施設の所有権又は使用権限を証する書類

売買契約書の写し等、土地の登記事項証明書

＊借用の場合は賃借契約書の写し又は施設使用承諾書

中間処理後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類

産業廃棄物処分業許可申請書（新規・更新時）

産業廃棄物処分業の事業範囲変更許可申請書（変更時）

事業計画の概要を記載した書類

施設の写真（全景、保管施設を含む）

事業場の平面図、周辺見取り図及び字図、

処理施設の平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書

欠格条項に該当しない旨の誓約書

法人の役員（相談役や顧問等を含む）・株主又は出資
者･政令使用人の住民票（本籍が記載されているも
の。）並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨
の登記事項証明書又は精神の機能の障害の有無に関する
医師の診断書等。
（注意）これらの者が法人の場合は、法人の登記事項証
明書

政令使用人をおく場合は委任状及び職位証明書

当該申請に係る既存の許可証の写し（更新・変更時）

省令様式第八号

省令様式第十号

要綱様式第７号の１～５

要綱様式第９号

要綱様式第８号

要綱様式第１２号

直前３年の法人税額及び納付済額を証する書類

直前３年の所得税額及び納付済額を証する書類

定款又は寄付行為及び法人の登記事項証明書

※　事業目的欄に産業廃棄物処分（処理）業務が記載さ
れていること。

申請者・法定代理人・政令使用人の住民票(本籍が記載
されているもの。)並びに成年被後見人及び被保佐人に
該当しない旨の登記事項証明書又は精神の機能の障害の
有無に関する医師の診断書等

資産に関する調書

　　　　　　　　　　　　　　　　（中間処理の場合）

産業廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を
有することを証する書類

（法第15条許可施設の場合）技術管理者を証する書類

当該事業の開始に要する資金の総額及び資金の調達方法
を記載した書類

直前３年の各事業年度毎の貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、個別注記表

周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類

及び図面（埋立処分の場合）

適切な講習会終了証の写
し

要綱様式第５号

納税証明書（税務署）

省令様式第六号の二
（第9面）

要綱様式第１０号

要綱様式第１１号

省令様式第六号の二
（第10面）

納税証明書（税務署）
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② 特別管理産業廃棄物処分業 

 
「△」の書類は、変更許可申請に関わらない部分は省略できます。 

本市では適正な許可業務を行うため、「●」の書類についても法第１８条に基づく報告として提出を求めています。 

提出書類中の１３又は１５については省略することができることがあります。詳細は窓口にてご相談ください。 

 

 

 

 

 

○

２ ○ ● △

変更

１

○ ○

法人・個

人の別 新規 更新

△

４ ○ ● △

３ ○ ●

７ ○ ● △

５ ○ ● △

６ ○ ● △

○

９ ○ ○ ○

８ ○ ○

１０
法
人

○ ○ ○

１１
個
人

○ ○ ○

１３
個
人

○ ○

申請者・法定代理人（法人の場合は役員）・政令使用人の
住民票（本籍が記載されているもの。）並びに成年被後見
人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書又は精神
の機能の障害の有無に関する医師の診断書等

欠格条項に該当しない旨の誓約書

○

１２
法
人

○ ○ ○
定款又は寄付行為、及び法人の登記事項証明書

※　事業目的欄に産業廃棄物処分（処理）業務が記載され
ていること。

○

１５
法
人 ○ ○ ○

１４ ○ ○

１７ ○ ○

１６ ○ ○ ○

１９ ● ●

１８ ○ ○

事業場の平面図、周辺見取り図及び字図、

処理施設の平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書

周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類

及び図面（埋立処分の場合）

提　　出　　書　　類 様　式　な　ど

特別管理産業廃棄物処分業許可申請書（新規・更新時）

特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲変更許可申請書（変更時）

法人の役員（相談役や顧問等を含む）・株主又は出資者･政
令使用人の住民票（本籍が記載されているもの。）並びに
成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明
書又は精神の機能の障害の有無に関する医師の診断書等。
（注意）これらの者が法人の場合は、法人の登記事項証明
書

政令使用人をおく場合は委任状及び職位証明書

性状の分析を行う設備の概要を記載した書類

性状の分析を行う者が当該分析について十分な知識及び技
能を有することを証する書類

当該申請に係る既存の許可証の写し（更新･変更時）

省令様式第十四号

省令様式第十六号

要綱様式第７号の１～５

要綱様式第９号

要綱様式第８号

当該事業の開始に要する資金の総額及び資金の調達方法を
記載した書類

直前３年の各事業年度毎の貸借対照表、損益計算書

株主資本等変動計算書、個別注記表

直前３年の法人税額及び納付済額を証する書類

直前３年の所得税額及び納付済額を証する書類

資産に関する調書

施設の所有権又は使用権限を証する書類

売買契約書の写し等、土地の登記事項証明書

＊借用の場合は賃借契約書の写し又は施設使用承諾書

中間処理後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類

（中間処理の場合）

特別管理産業廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び
技能を有することを証する書類

事業計画の概要を記載した書類

施設の写真（全景、保管施設を含む）

要綱様式第５号

納税証明書（税務署）

納税証明書（税務署）

省令様式第六号の二
（第9面）

要綱様式第１２号

要綱様式第１０号

要綱様式第１１号

適切な講習会終了証の写
し

省令様式第六号の二
（第10面）
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（２）先行許可証の写しの提出により省略できる書類について 

   許可申請時に（特別管理）産業廃棄物処理業の許可証又は産業廃棄物処理施設の設置・変

更許可証で有効なものであって､「規則第○条○○第○項の規定による許可証の提出の有無」

の欄に「無」の記載のある許可証（以下「先行許可証」という。注１参照）の写しを提出すれ

ば､住民票等（注２参照）の書類については省略可能です（原本を確認しますので、当該許可

証の原本もお持ちください。）｡ 

   ただし、先行許可証の許可時から当該申請までの間に役員等に変更があった場合、新しく

加入した役員等（既に久留米市の許可を有している場合で、久留米市に変更の届出が済んで

いる役員等については除く。）については省略できません。また、政令使用人については先行

許可証の許可と当該申請で同一人物が定められている場合のみ省略できます。 

   なお、先行許可証自体の更新の際、当該許可証の写しの添付による省略を行うことはでき

ません。また、先行許可証として用いることができるのは許可年月日から５年以内の許可証

に限ります。 

    注１）先行許可証に必要な記載事項については以下のとおり。 

      ・「規則第9条の2第8項の規定による許可証の提出の有無 無」(産業廃棄物収集運搬業) 

      ・「規則第10条の4第7項の規定による許可証の提出の有無 無」(産業廃棄物処分業) 

      ・「規則第10条の12第2項の規定による許可証の提出の有無 無」(特別管理産業廃棄物収集運搬業) 

      ・「規則第10条の16第2項の規定による許可証の提出の有無 無」(特別管理産業廃棄物処分業) 

      ・「規則第11条第8項の規定による許可証の提出の有無 無」(産業廃棄物処理施設) 

    注２）省略できる書類 

      ・住民票 ・登記されていないことの証明書又は医師の診断書 ・誓約書  

 

（３）申請書の作成要領について 

① 申請書の作成要領 

    第１面  

    ◆「申請書表面右上の日付」 

       許可申請書を提出する年月日を記載します｡（添付書類についても同様） 

        注 意 受理時に記入いただきますので、作成時は空欄でお願いします。 

    ◆「申請者」 

       申請者が個人の場合は、住民票に記載された住所及び氏名、電話番号を記載して

ください。 

       申請者が法人の場合には、法人登記簿に記載された本店の所在地、商号、代表者

の役職及び氏名、電話番号を記載してください。 

        注 意 個人・・・住民票に記載された現住所、氏名（字体まで正確に） 

            法人・・・登記事項証明書記載の住所、法人名、代表者氏名 

    ◆「事業の範囲」 

       取り扱う産業廃棄物の種類については、２（４）（P15～）をご参照ください。 

注 意 ・廃プラスチック類・金属くず・ガラスくず等は『自動車等破砕物を含む』か『除く』 

を必ず明記してください。（例：廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず等（以上

３品目については自動車等破砕物を除く。） 

            ・当該産業廃棄物が石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばい

じん等を含む場合は、必ずその旨を明記してください。 
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・更新の場合は、原則、更新前の許可証の事業の範囲欄の記載どおりに記入してくだ

さい。 

    ◆「事務所及び事業場の所在地」 

      事務所及び事業場の所在地と電話番号を記載します。 

      「事務所」・・・問い合わせの窓口となる事務所の所在地と電話番号を記載します。 

    ◆事業の用に供するすべての施設 

       施設ごとに種類、設置場所、設置年月日及び処理能力を記載します。 

      産業廃棄物処理施設設置許可（15条許可）を有している場合には、許可年月日及び

許可番号を併せて記載してください。 

    第２面  

    ◆既に処理業の許可を有している場合はその許可番号（申請中の場合には、申請年月日） 

      別紙に一覧表を作成しても構いません。 

    ◆申請者 

      申請者が個人の場合は、氏名（ふりがな必要）、生年月日、本籍、住所を住民票の

記載とおりに記入します。 

      申請者が法人の場合には、法人名（ふりがな必要）、所在地を登記事項証明書の記

載とおりに記入します。 

    ◆法定代理人（申請者が廃棄物処理法第 14 条第 5 項第 2 号ハに規定する未成年者であ

る場合） 

      上記「申請者」と同様に記載します。 

      法定代理人が法人である場合は、法人名およびその役員を上記「申請者」と同様に

記入します。 

       ※廃棄物処理法第 14 条第 5 項第 2 号ハ・・・「営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない

未成年者」 

    ◆役員（申請者又は法定代理人が法人である場合） 

      役員氏名（ふりがな必要）、生年月日、役職名・呼称、本籍、住所を記載します。（監

査役も含め､法人登記簿に記載されている役員全員） 

         注 意 役員氏名、役職名、呼称については、登記事項証明書の記載とおりに記入し、氏名、

生年月日、本籍、住所については、住民票の記載どおりにご記入ください。 

    第３面  

    ◆発行済み株式総数の 100分の 5以上の株式を有する株主又は出資の額の 100分の 5以

上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又

は出資をしている者があるとき） 

      ・発行済み株式の総数 

      ・出資の額 

      ・法人出資 

         注 意 上記は、登記事項証明書及び定款で確認。（氏名及び名称にはふりがなが必要） 

      ・個人出資 

         注 意 住民票の記載通りにご記入ください。（氏名にはふりがなが必要） 

      ・保有する株式の数又は出資の金額 
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    ◆廃棄物処理法施行令 6条の 10に規定する使用人（次に該当する者がある場合） 

                    ･･･政令使用人（廃棄物処理法施行令第 4条の 7） 

      ・本店又は支店の代表者 

      ・産業廃棄物の収集運搬又は処分等の業に係る契約を締結する権限を有する者が役

員等以外である場合 

         注 意 氏名（ふりがな必要）、生年月日、本籍、住所は住民票の記載どおりにご記入くださ

い。 

② 添付書類の作成要領 

 要綱様式第７号の１  

    ◆全体計画の概要（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること） 

      ・排出予定場所（業種） 

・品目 

      ・処分方法 

      ・処理後物の処理方法 

      を含めた概要を記入してください。 

    ◆処分する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び処分量 

      「産業廃棄物の種類」の欄には､廃棄物処理法に基づく廃棄物の種類（P15 参照）を

申請に係るすべてについて記入してください。 

      また、予定排出事業場が申請段階で特定できない場合は､「市内製造事業所等」、「市

内解体事業場等」などと記載してください。 

     要綱様式第７号の２  

    ◆施設の概要 

      ・処理施設の種類ごとに分けて作成する。 

      （例）破砕施設２施設と選別施設１施設を有する場合には３枚になる。 

      ・処理施設の種類、設置場所、設置年月日、処理能力、廃棄物の種類の欄は、更新の

場合は、許可証と差異がないように記載します。 

       ・処理施設の処理方式及び設備の概要 

               注 意 機械のカタログ等を添付し、「別添カタログ記載のとおり」などとしてもかまいま

せん。 

          ・環境保全設備の概要 

         注 意 「様式第７号の５記載のとおり」などとしてもかまいません。 

    要綱様式７号の３  

     最終処分場の場合に記載します。 

    要綱様式７号の４  

    ◆処分業務の具体的な計画 

      ア．業務を行う時間 

       （例）9：00～17：00   

      イ．休業日 

       （例）日曜及び祝日 

      ウ．組織図 
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      エ．従業員数内訳 

       役員と重複する「事務員・運転手・作業員」等は（ ）書きで記入してください。 

       なお、申請日現在の従業員数を記載してください。 

    要綱様式第７号の５  

    ◆環境保全措置の概要 

      ア．中間処理施設において講ずる措置 

       飛散流出、悪臭、粉塵及び施設の騒音振動等の防止措置を記載します。 

      イ．保管施設において講ずる措置 

       飛散流出、粉塵、悪臭及び腐敗等の防止措置を記載します。 

      ウ．最終処分において講ずる措置 

       最終処分の場合記載します。それ以外の場合は「該当なし」と記載します。 

    要綱様式第９号  

    施設の写真 

     ・施設の全景 

     ・処理施設及び設備が確認できるもの 

     ・銘板のアップ写真 

     ・処理前・処理後物保管場所 

     ・保管場所に係る掲示板 

     ・その他事業の用に供する施設 

    要綱様式第８号  

    所在地付近見取図 

     ・事務所、事業場等それぞれごとに作成してください。 

    要綱様式第１０号  

    施設使用承諾書・・・所有者又は使用者が申請者でなければ承諾書が必要です。 

     ・印鑑・・・必ず必要 

     ・期間・・・許可期間と同じく概ね５年間の承諾が必要です。 

     ・土地の所有権を有する者が複数の場合は権利者全員の承諾が必要です。 

    様式第六号の二（第１０面）  

    誓約書 

     ・住所・氏名 

        注 意 個人・・・住民票記載どおりの住所及び氏名を記入してください。 

            法人・・・登記事項証明書記載どおりの住所、名称及び代表者氏名を記入してください。 

 要綱様式第５号  

    事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 

     Ⅰ．事業の開始に要する資金の総額（＝Ⅱ＋Ⅲ） 

        ㋐＋㋑＋㋒ 

       ㋐土地 

         １年分の賃借料 

       ㋑事務所 

         １年分の賃借料 
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       ㋒処理施設 

         １年分の賃借料・燃料費・点検費用・保険料などの合計 

    調達方法 

     Ⅱ．自己資金 

     Ⅲ．借入金 

    （事業の開始に要する資金の総額） 

     Ⅳ．借入先名 

      Ⅲ．借入金のところを記入があれば、Ⅳ．借入先名の記載が必要です。 

     また、既存の施設及び事業場を使用し､処理業の許可申請に際して､特に資金を必要と

しない場合は､その旨を記載してください。 

     （例）「以前より他の事業を行っており新たに購入するものはない。」 など 

    様式第六号の二（第９面）  

    資産に関する調書（個人用） 

    要綱様式第１１号  

    中間処理後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類 

     ・廃棄物の種類ごとに作成してください。 

     ・発生量は様式第７号の１の処分量と同じになります。 

    添付書類  

    １．申請者の住民票（申請者が個人の場合） 

      ・３ヶ月以内に発行したもの 

     ・申請者の本籍、住所、氏名、生年月日が記載されたもの 

         ・個人番号（マイナンバー）が記載されていないもの 

    ２．申請者の法人登記簿謄本（登記事項証明書）（申請者が法人の場合） 

     ・登記事項証明書の種類は「履歴事項全部証明書」です。 

     ・３ヶ月以内に発行したもの 

     ・申請者の住所、代表者名、役員、監査役、使用人、発行株式の総数、出資の額、事業

の目的、役職名が記載されたもの 

    ３．役員等の住民票  

     ・申請書（第２面）（第３面）に記載してあるすべての人のものが必要です。 

     ・３ヶ月以内に発行したもの 

     ・本籍、住所、氏名、生年月日が記載されたもの 

     ・個人番号（マイナンバー）が記載されていないもの 

       

    ４．登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人に該当しないこと） 

又は医師の診断書（精神の機能の障害の有無） 

     ・申請書（第２面）（第３面）に記載してあるすべての人のものが必要です。 

・３ヶ月以内に発行されたもの 

    ５．定款（写し可） 

     ・事業目的欄に産業廃棄物処分（処理）業務が記載されていること 
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    ６．納税証明書（その１） 

     ・過去３年分 

    ７．直前３年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注

記表（法人の場合） 

     ・自己資本比率が 10％未満、直前３期の純利益の平均額が赤字又は直前期の純利益が

赤字の場合は、追加で改善計画の提出をお願いします。 

    ８．土地登記簿謄本 

     ・事業の用に供する施設（処理後保管場所を含む。）の分全て必要 

    ９．事業場の字図 

    １０．事業場内の平面図 

     ・事業場内の施設・設備の位置が分かるような図面 

     ・処理前・後物保管場所の寸法が記載されていること 

    １１．処理前保管場所における保管上限の算定根拠に係る資料 

     ・保管場所の寸法が分かる図面 

     ・計算式 

    １２．事業場敷地境界における騒音の値が分かる資料 

     ・計算式による予測値又は実測したもの 

    １３．処理施設の平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書 

     ア．平面図、立面図、断面図、構造図 

      ・寸法が記載されていること 

      ・処理能力の根拠となる寸法等が確認できること 

     イ．設計計算書 

      ・処理能力が判断できるもの （例）メーカーのカタログ、実証試験結果など 

    １４．施設の所有権を証する書類 

     ・売買契約書の写し、納品書、領収書など  

    １５．産業廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有することを証する書類 

     （廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第１０条の４第２項第６号） 

     ・当該事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類 

     ・講習会修了証の写し 

      （講習会受講者） 

        個人の申請：原則として申請者本人 

        法人の申請：役員（監査役を含む。政令使用人の場合は、申請者からの委任状

及び在職証明書の添付が必要） 

       １．新規申請・・・次のいずれか（取得したい許可の種類による） 

          (1) 産業廃棄物処分課程（新規）（５年以内に受講したもの） 

(2) 特別管理産業廃棄物処分課程（新規）（５年以内に受講したもの） 

       ２．更新申請又は既に他区域で（特別管理）産業廃棄物処分業許可を有している

とき・・・次のいずれか 

          (1) 上記(1)又は(2) （取得したい許可の種類による） 
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(2) 産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分課程（更新）（２年以内に

受講したもの） 

       ※新規講習・・・産業廃棄物と特別管理産業廃棄物の２種類 

       ※更新講習・・・産業廃棄物と特別管理産業廃棄物は共通 

       「新規申請の場合の例外規定」 

        ○他県、他市の許可がある場合 更新許可講習（２年以内）で可（県の運用） 

        ○個人許可⇒法人許可 

          更新講習で可（個人が法人の代表者となることを想定） 

        ○政令使用人⇒法人の役員 

          変更は認めているが、その者が複数の役員を兼ねる場合は認められない 

          （確認は不可能） 

  ※施設設置許可（15条許可）を有する場合 

    １６．技術管理者を証する書類 

     技術管理者を証する種類としては２種類あります。 

     ① 一般財団法人日本環境衛生センター主催の「廃棄物処理施設技術管理者講習」の

修了証の添付 

② ①以外の技術管理者の資格を有することを証する書類 

 【各種証明書入手先】 

証 明 書 類 発 行 元 

法人の登記事項証明書 各法務局（支局を含む） 

住民票 市区町村 

登記されていないことの証明書 

※成年被後見人、被補佐人とする記録がないことの証明書 

各法務局（支局を除く） 

郵送請求は東京法務局 

納税証明書 申請者住所を管轄する税務署 

土地登記事項証明書 各法務局（支局を含む） 

 

（４）取り扱う産業廃棄物の種類 

① 産業廃棄物の分類 

    申請書の「事業の範囲（取り扱う産業廃棄物の種類）」の欄には、次のア、イ、ウに

掲げる分類に従って記載してください。 

   ア あらゆる事業活動に伴って発生する産業廃棄物 

◆燃え殻 石炭がら、焼却炉の残灰、炉清掃の掃出物など 

◆汚 泥 工場排水処理や製品の製造工程で排出される泥状のもの 

◆廃 油 潤滑油・洗浄油などが不要になったもの 

◆廃 酸 廃硫酸、廃塩酸、各種有機廃酸類など、酸性の廃液 
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◆廃アルカリ 廃ソーダ液、アルカリ性の廃液 

◆廃プラスチック類 廃スチロール、合成繊維くず、合成ゴムなど 

◆ゴムくず 天然ゴムのくず 

◆金属くず 鉄鋼、非鉄金属の研磨くず、切削くずなど 

◆ガラスくず及び陶磁器くず 
ガラスくず、耐火レンガくず、陶磁器くず、コンクリートくず

（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く） 

◆鉱さい 高炉、転炉、電気炉などの残さ、不良石炭など 

◆がれき類 
工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたコンクリート片な

ど 

◆ばいじん ばい煙発生施設又は焼却施設の集じん施設で集められたもの 

◆施行令第２条第１３号に 

掲げる産業廃棄物 

産業廃棄物を処分するために処理したもので、他の産業廃棄物

に該当しないもの（コンクリート固形化物など） 

   イ 特定の事業活動に伴って発生する産業廃棄物 

◆紙くず 

建設業に係わるもの（工作物の新築、改築又は除去に伴って生

じたものに限る。）、パルプ、紙製造業、紙加工品製造業、出

版業、印刷加工業などの特定の業種が排出する紙くず 

◆木くず 

建設業に係わるもの（工作物の新築、改築又は除去に伴って生

じたものに限る。）、木材･木製品製造業（家具の製造業を含

む。）、パルプ製造業、輸入木材卸売業、物品賃貸業（家具等

のリース業）などの特定の業種が排出する木くず、又は貨物の

流通のために使用したパレット(パレットへの貨物の積付けの

ために使用したこん包用の木材を含む｡)に係る木くず（業種指

定なし） 

◆繊維くず 

建設業に係わるもの（工作物の新築、改築又は除去に伴って生

じたものに限る。）、繊維工業（衣服その他の繊維製品製造業

を除く）から排出されるもの 

◆動植物性残さ 
食料品製造業、医薬品製造業、香料製造業で原料として使用し

た動植物に係る固形状の不要物 

◆動物系固形不要物 
と畜場においてとさつし、又は解体した獣畜及び食鳥処理場に

おいて食鳥処理した食鳥に係る固形状の不要物 

◆動物のふん尿 畜産農業から排出される動物のふん尿 

◆動物の死体 畜産農業から排出される動物の死体 

   ウ 上記 ア、イの廃棄物、航行廃棄物、携帯廃棄物を除く輸入された廃棄物 

② 特別管理産業廃棄物の分類 

    申請書の特別管理産業廃棄物の種類の欄には次の第１表及び第２表の分類に従って記載

してください。特に、有害物質を含む特別管理産業廃棄物を取り扱う場合には、第２表を

参考にして含有する有害物質の種類を併記してください。 

   （第１表） 

◆廃 油 揮発油類、灯油類、軽油類（引火点７０℃未満の燃えやすい
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廃油類） 

◆廃 酸 水素イオン濃度指数が２．０以下 

◆廃アルカリ 水素イオン濃度指数が１２．５以上 

◆感染性産業廃棄物 
医療機関等から排出される感染性病原体を含むか又はその恐

れのある産業廃棄物（血液の付着した注射針、採血管など） 

特
定
有
害
産
業
廃
棄
物 

◆廃ＰＣＢ等 ＰＣＢ及びＰＣＢを含む廃油 

◆ＰＣＢ汚染物 

汚泥（ＰＣＢが染み込んだもの） 

紙くず（ＰＣＢが塗布され、又は染み込んだもの） 

木くず（ＰＣＢが染み込んだもの） 

繊維くず（ＰＣＢが染み込んだもの） 

廃プラスチック類（ＰＣＢが付着し、又は封入されたもの） 

金属くず（ＰＣＢが付着し、又は封入されたもの） 

陶磁器くず（ＰＣＢが付着したもの） 

がれき類（ＰＣＢが付着したもの） 

◆ＰＣＢ処理物 
廃ＰＣＢ等又はＰＣＢ汚染物を処分するために処理したもの

で、省令で定める基準に適合しないもの 

◆廃水銀等及びその処理

物 

①特定の施設において生じた廃水銀等 

②水銀若しくはその化合物が含まれている産業廃棄物又は水

銀使用製品が産業廃棄物となったものから回収した廃水銀 

③廃水銀等を処分するために処理したもの（環境省令で定め

る基準に適合しないものに限る） 

◆廃石綿等（飛散性のあるもの） 

◆第２表に掲げるもの 

 

（第２表） 

廃棄物の種類 

 

有害物質 

廃
油 

廃
酸 

廃
ア
ル
カ
リ 

指
定
下
水
汚
泥 

鉱
さ
い 

ば
い
じ
ん 

燃
え
殻 

汚
泥 

水銀又はその化合物  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

アルキル水銀化合物  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

カドミウム又はその化合物  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

鉛又はその化合物  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

有機りん化合物  ○ ○ ○    ○ 

六価クロム化合物  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

ひ素又はその化合物  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

シアン化合物  ○ ○ ○    ○ 

ＰＣＢ  ○ ○ ○    ○ 

トリクロロエチレン ○ ○ ○ ○    ○ 

テトラクロロエチレン ○ ○ ○ ○    ○ 
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ジクロロメタン ○ ○ ○ ○    ○ 

四塩化炭素 ○ ○ ○ ○    ○ 

1,2-ジクロロエタン ○ ○ ○ ○    ○ 

1,1-ジクロロエチレン ○ ○ ○ ○    ○ 

シス-1,2-ジクロロエチレン ○ ○ ○ ○    ○ 

廃棄物の種類 

 

有害物質 

廃
油 

廃
酸 

廃
ア
ル
カ
リ 

指
定
下
水
汚
泥 

鉱
さ
い 

ば
い
じ
ん 

燃
え
殻 

汚
泥 

1,1,1-トリクロロエタン ○ ○ ○ ○    ○ 

1,1,2-トリクロロエタン ○ ○ ○ ○    ○ 

1,3-ジクロロプロペン ○ ○ ○ ○    ○ 

チウラム  ○ ○ ○    ○ 

シマジン  ○ ○ ○    ○ 

チオベンカルブ  ○ ○ ○    ○ 

ベンゼン ○ ○ ○ ○    ○ 

セレン又はその化合物  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

1,4-ジオキサン ○ ○ ○ ○  ○  ○ 

ダイオキシン類  ○ ○ ○  ○ ○ ○ 


